
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,530 円 5,660 円

2,530 円 5,640 円

2,530 円 6,820 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他の使用料体系はありません。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

1.3人/ha（令和6年度末時点）

１処理場（築島地区漁業集落排水処理施設）

無

処 理 区 数 １処理区（築島地区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

実施していません。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料と従量使用料の料金体系となっています。
基本使用料（基本水量が10㎥）は1,200円（税抜き）、従量使用料が1㎥につき110円（税抜き）となっていま
す。
使用料については、平成10年に供用開始をしている農業集落排水事業と同じ料金体系となっています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用の使用料体系と同じ料金体系です。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（全部適用）

串間市漁業集落排水事業経営戦略

平成12年度

宮崎県串間市

漁業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別添のとおり（令和６年度決算数値により作成）

職 員 数 ８名（漁業集落排水事業における支弁職員は０名）

課　名　上下水道課（※平成23年度から下水道部門を統合し、水道課から上下水道課となりました。）
係　名　水道工務係、下水道工務係、管理係

　活用していません。

　活用していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

漁業集落排水処理区域内人口（築島地区）は、令和７年４月１日現在で３世帯５名であり、離島であることから人口増加の要因はなく、今後減少する見込みです。

有収水量の予測

処理区域内の人口が減少する見込みであることから、有収水量についても、減少する見込みです。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　活用していません。

　活用していません。

 イ　指定管理者制度

　処理場の維持管理業務については民間委託しています。

民 間 活 用 の 状 況



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

【事業概要】
　串間市漁業集落排水事業は、築島地区（離島）の汚水処理を行っています。事業規模が小さいため、人口変動や使用水量が大きく経営に影響するのが特徴で
す。
　令和６年度の処理区域内人口は５名で、前年度と比較すると横ばいです。料金収入については145千円で、前年度と比較すると９千円増加しています。
　水洗化率については100％であり、公共用水域の水質保全や快適で文化的な生活環境確保という事業目的は達成しています。

【基本方針】
　串間市漁業集落排水事業は、独立採算で運営ができないため、収支不足額については、一般会計からの繰り入れを受けて経営しています。
　今後も出来る限り、施設の維持管理経費を抑えるとともに、施設の長寿命化を図りながら適切な経営を行っていきます。

使用料収入の見通し

処理区域内の人口及び有収水量が減少する見込みであるため、使用料収入についても、減少する見込みです。
なお、使用料の見直しについては、串間市の他の下水道事業（公共下水道事業、農業集落排水事業）との使用料の均衡を考慮する必要もあることから、少なくと
も５年に一度の頻度で使用料の改定の必要性に関する検証を行い経費回収率の向上に努めます。

施設の見通し

漁業集落排水処理施設は、平成12年に供用を開始しており、老朽化の状況については現状では問題はありませんが、適切に資産管理を行いながら施設の長
寿命化を図っていく必要があります。

組織の見通し

今のところ、組織体制の見直しなど行う予定はありません。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・投資の目標に関する事項
　　処理施設の稼働状況や処理区域内人口の現状などから、今後大規模な投資を行うことは現実的ではありません。
　　維持管理経費を抑えるとともに、施設の長寿命化に取り組みます。
・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　　施設・設備の長期修繕計画に基づき計画的な更新を行ってまいります。
・広域化・共同化・最適化に関する事項
　　実施の予定はありません。
・投資の平準化に関する事項
　　耐用年数を超過する設備のオーバーホールや取り換えなど、年度間の偏りがないよう計画的に更新を行ってまいります。
・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　　実施の予定はありません。
・防災・安全対策に関する事項
　　実施の予定はありません。
・その他
　　実施の予定はありません。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

・財源の目標に関する事項
　　一般会計からの繰入金を抑制させるため、施設の維持管理経費の縮減や使用料収入の確保に取り組んでまいります。
・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　　串間市の他の下水道事業（公共下水道事業、農業集落排水事業）との使用料の均衡を考慮し、下水道使用料の改定の必要性について判断してまいります。
・企業債に関する事項
　　大型の投資等の予定がないため、新たな企業債の発行の予定はありません。
・繰入金に関する事項
　　独立採算が原則ではありますが、現実的に料金収入のみで事業運営ができないため、収支不足額に対して一般会計からの繰り入れで補てんを行っていま
す。
・資産の有効活用に関する事項
　　実施の予定はありません。

・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　施設の維持管理業務については、既に民間委託しているため、現契約を継続し物価上昇を考慮した上で計上しています。
・職員給与費に関する事項
　　給与を支弁する職員がいないため、計上はしていません。
・動力費に関する事項
　　決算状況や決算見込みを基本に積算し、計上しています。
・薬品費に関する事項
　　該当ありません。
・修繕費に関する事項
　　決算状況や決算見込みを基本に積算し、計上しています。
・委託費に関する事項
　　決算状況や決算見込みを基本に積算し、計上しています。
・その他
　　決算状況や決算見込みを基本に積算し、計上しています。

施設・設備の長期修繕計画に基づき計画的に長寿命化を図ってまいります。

目 標

一般会計からの繰入金を抑制させるため、施設の維持管理経費の縮減や使用料収入の確保に取り組ん
でまいります。

目 標



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

検討していません。

今後は、一般会計からの繰入金を抑制させるため、まずは、維持管理費等の縮減を行い、串間市の
他の下水道事業（公共下水道事業、農業集落排水事業）との使用料の均衡を考慮する必要もあるこ
とから、少なくとも５年に一度の頻度で経費回収率の検証を行ったうえで、下水道使用料の改定の必
要性について判断します。

使用料の見直しに関する事項

検討していません。

検討していません。

長期修繕計画に基づき、投資の平準化を図りながら投資を行う予定です。

検討していません。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本計画は令和17年度までの10年間を計画期間としていますが、その間下水道を取り巻く外部環境・内部環境が
大きく変化することも考えられます。したがって10年計画にとらわれることなく、必要に応じて定期的な（概ね３～５
年）計画や事業の見直しを行います。

職員給与費に関する事項 該当ありません。

動力費に関する事項 現状の水準で考えています。

修繕費に関する事項 長期修繕計画に基づき、施設設備の耐用年数を考慮しながら、施設の長寿命化を図るため、修繕を
行っていく予定です。

委託費に関する事項 現状の水準で考えています。

その他の取組 該当ありません。

薬品費に関する事項 該当ありません。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

施設の維持管理業務については、既に民間委託しているため、現契約を継続し、物価上昇を考慮し
算出します。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 検討していません。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 145 144 133 126 119 112 106 100 94 89 84
(1) 145 144 133 126 119 112 106 100 94 89 84
(2) (B)
(3)

２． 2,940 2,897 2,876 2,781 2,851 2,839 2,264 1,956 1,995 2,037 2,080
(1) 2,032 1,989 1,982 1,887 1,957 1,945 1,725 1,615 1,654 1,696 1,739

2,032 1,989 1,982 1,887 1,957 1,945 1,725 1,615 1,654 1,696 1,739

(2) 908 908 894 894 894 894 539 341 341 341 341
(3)

(C) 3,085 3,041 3,009 2,907 2,970 2,951 2,370 2,056 2,089 2,126 2,164
１． 2,762 2,860 2,859 2,886 2,918 2,951 2,370 2,056 2,089 2,126 2,164
(1)

(2) 1,079 1,177 1,195 1,226 1,258 1,291 1,325 1,360 1,396 1,433 1,471
133 144 155 155 155 155 155 155 155 155 155

946 1,033 1,040 1,071 1,103 1,136 1,170 1,205 1,241 1,278 1,316
(3) 1,683 1,683 1,664 1,660 1,660 1,660 1,045 696 693 693 693

２． 172 63 46 21 52
(1) 76 58 40 21 52
(2) 96 5 6

(D) 2,934 2,923 2,905 2,907 2,970 2,951 2,370 2,056 2,089 2,126 2,164
(E) 151 118 104
(F)
(G)
(H)

151 118 104
(I)
(J) 531 531 531 531 531 531 531 531 531 531 531

13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13
(K) 1,225 1,244 1,263 674 260 260 260 260 260 260 260

965 984 1,003 414

260 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 145 144 133 126 119 112 106 100 94 89 84

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和８年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２． 170 188 214 346 114 110

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 170 188 214 346 114 110

(B)

(C) 170 188 214 346 114 110

１． 110 90 310 620 200 90 110 110

２． 947 965 984 1,002 413

３．

４．

５．

(D) 947 965 984 1,112 503 310 620 200 90 110 110

(E) 777 777 770 766 503 310 506 90 90 110 110

１． 655 777 770 766 503 310 506 90 90 110 110

２．

３．

４． 122

(F) 777 777 770 766 503 310 506 90 90 110 110

(G)

(H) 3,364 2,399 1,415 413

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

2,032 1,989 1,982 1,887 1,957 1,945 1,725 1,615 1,654 1,696 1,739

851 833 810 787 818 766 506 355 352 352 352

1,181 1,156 1,172 1,100 1,139 1,179 1,219 1,260 1,302 1,344 1,387

170 188 214 346 114 110

170 188 214 346 114 110

2,202 2,177 2,196 2,233 1,957 1,945 1,839 1,725 1,654 1,696 1,739

令和16年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

計

そ の 他

令和13年度 令和14年度 令和15年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和15年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和８年度令和７年度



　漁業集落排水は、平成12年に供用を開始した施設
であるため、老朽化の状況については、現状では問
題はありませんが、適切に資産管理を行いながら施
設の長寿命化を図っていく必要があります。

2. 老朽化の状況

全体総括

　地方公営企業法の適用により、損益情報・ストッ
ク情報の把握による適切な経営状況の分析が可能と
なりました。
　水洗化率が100％であることで、公共用水域の水
質保全や快適で文化的な生活環境確保という事業目
的は達成しています。
　しかしながら事業規模が極めて小さく、処理区域
内人口の増加が見込めないことから、収益的収支比
率が100％を超えるような健全な経営は困難です。
　出来得る限り、施設の維持管理経費を抑えるとと
もに、長寿命化を図りながら、適切な経営を行って
いく必要があります。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

5 0.04 125.00 【】 令和6年度全国平均

処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　令和６年度から地方公営企業法を適用し、初年度
の決算となります。串間市の漁業集落排水は、築島
地区（離島）の汚水処理を行っており、規模も小さ
く、有収水量のわずかな変動が大きく指標に影響す
るのが特徴です。
「①経常収支比率」については、収支不足分を一般
会計からの繰入金等の収益で賄っているため100％
を上回っていますが、引き続き費用の抑制を行う
等、経営改善に努める必要があります。「②累積欠
損金比率」については、引き続き0となるように努
めます。
「③流動比率」「⑤経費回収率」については、
100％を下回っていることから、使用料収入の増加
を図るため料金改定の検討などを行っていく必要が
あります。
「④企業債残高対事業規模比率」については、近年
大きな事業が無く企業債を発行していないため低い
状況にあります。
「⑥汚水処理原価」については、有収水量が少ない
ため類似団体や全国平均と比較すると高い状況にあ
ります。
「⑦施設利用率」についても、有収水量が少なく、
施設能力に対する利用率が低い状況にあります。効
率性について改善していく必要があります。
「⑧水洗化率」については、水洗化率が100％と
なっているため、公共用水域の水質保全や快適で文
化的な生活環境確保という事業目的は達成していま
す。

資金不足比率(％)

- 85.50 0.03 100.00 2,530

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

16,047

処理区域内人口(人)

294.92 54.41 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）
宮崎県　串間市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.00

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 105.15

平均値 - - - - 107.11

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 6.44

平均値 - - - - 23.92

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 108.76

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 43.35

平均値 - - - - 72.13

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 33.79

平均値 - - - - 1,420.25

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 12.34

平均値 - - - - 32.70

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 2,758.22

平均値 - - - - 536.17

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 9.09

平均値 - - - - 27.81

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 100.00

平均値 - - - - 78.68

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.55】 【84.87】 【71.46】 【1,223.19】

【80.97】【30.09】【462.49】【37.21】

【26.63】 【0.00】 【0.00】


